
明日香村　　　総合政策課　０７４４-５４-９０１８
区分

奨励金

税制優遇

要件 支援内容

【企業立地新設等奨励金】
投下固定資産税相当額（家屋・償却資産）の１／２相当
期間：５年度分
【雇用促進奨励金】
村内在住従業員１人につき20 万円
（限度額 500万円）
【埋蔵文化財発掘奨励金】
発掘調査に要した費用の１／２相当
（限度額 300万円）

営利目的をもって継続的に経済活動を行う法人、そ
の他適正と認める法人
新設・移転　（村内の既存企業）
① -１ 新設　延べ床面積が500㎡以上
① -２ 移転　（村内既存企業）新築した建物の延べ床
　　面積が 500㎡以上で、かつ当該移転前の延べ床
　　面積以上
②投下固定資産額の総額が１億円以上
③従業員数が５人以上（常時勤務）
④周辺地域の生活環境に適正な配慮を行っていること

高取町　　　総合政策課　０７４４-５２-３３３４
区分

地域未来
投資促進法
にかかる
税制優遇

要件 支援内容

県より「地域経済牽引事業計画」の承認（県の承認のみ）を受け
た事業者が、当計画に従い新増設投下固定資産額１億円以上

県より「地域経済牽引事業計画」の承認を受けた事業
者が、当計画に従い新増設投下固定資産額１億円以上

固定資産税の課税免除
（家屋、構築物及びその敷地に賦課される固定資産税）
期間：３年間

特別償却設備である家屋及び償却資産の合計取得価格
製造業・旅館業
個人または資本金の額等が5,000万以下の法人…500万円以上
資本金の額等が5,000万円を超え1億円以下の法人…1,000万円以上
資本金の額等が1億円を超える法人…2,000万円以上
情報サービス業等・農林水産物等販売業…500万円以上
※土地取得費除く
※その他の要件詳細はお問い合わせください

固定資産税の課税免除
（家屋、機械及び装置、その敷地に賦課される
　固定資産税）
期間：３年間

固定資産税の課税免除
（家屋、構築物及びその敷地に賦課される固定資産税）
期間：３年度分

広陵町　　　産業総合支援課　０７４５-５５-１００１
区分

奨励金

税制優遇

要件 支援内容

・県及び国より「地域経済牽引事業計画」の承認を
　受けた事業者が、当計画に従い新増設投下固定資
　産額１億円
　（農林漁業関連業種は５,０００万円以上）

【企業立地奨励金】
・前年度の固定資産税相当額に対して、
「投資額５億円未満」
　初年度：100/100、２年度：75/100、３年度：50/100
　（期間：３年間）
「投資額５億円以上10億円未満」
　初年度：100/100、２年度：75/100、３年度：50/100
　４年度：50/100、５年度：50/100　（期間：５年間）
「投資額１０億円以上」
　初年度：100/100、２年度：75/100、３年度：75/100、
　４年度：50/100、５年度：50/100、６年度：50/100、
　７年度：50/100（期間：７年間）
【雇用促進奨励金】
・町内居住者を１年以上雇用した場合、１人につき常時雇用
　者20万円、準常用雇用者15万円、短期間労働者10万円
　（限度額：500万円） 
【緑地保全奨励金】
・緑地保全に要した費用１㎡あたり1,000万円
　（限度額：200万円）
【埋蔵文化財発掘奨励金】
・発掘調査に要した費用の１/２（限度額：500万円）

・対象となる事業者
　製造業、情報サービス業、インターネット付随
　サービス業、映像・音声・文字情報制作業、道路
　貨物運送業、倉庫業、こん包業　
①投下固定資産額５,０００万円以上　
②常時雇用者を２人以上　
③敷地外周部等を適切に緑地保全　
　（緑地保全率は、敷地面積の１０/１００以上）　
※別途、商業施設向けの奨励金もある

・固定資産税の課税免除
　（家屋、構築物及びその敷地に賦課される固定資産税）
　期間：３年間

吉野町　　　政策戦略課　公民連携室　０７４６-３２-３０８１
区分

過疎法に
係る
税制優遇

要件 支援内容

5,000万円以下
1億円以下
1億円超

資本金
500万円以上
1,000万円以上
2,000万円以上

合計取得価格

農林水産物販売業
情報サービス業

500万円以上

３年間の固定資産の課税免除

過疎法に
かかる
税制優遇

製造業・旅館業
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